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作成方法：総務省方式改訂モデル 

対象範囲：普通会計 
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平成２２年度 蘭越町の財務書類 

 

平成 23 年 11 月 

   財務書類の概要                            

 

● 平成１８年８月に総務省より示された「地方公共団体における行政改革の

更なる推進 のための指針」において、地方公会計改革として、発生主義の活

用及び複式簿記の考え方の導入を図り、原則、国の作成基準に準拠し、４つ

の財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支

計算書）の「作成及び開示」が地方公共団体に求められました。 

 

● 企業会計的な決算の手法を使って作られた決算書は、財務諸表（財務書類）

と呼ばれ、作成方式については、複式簿記・発生主義の考え方を取り入れ、

資産の公正価値評価を前提とする「基準モデル」と、現行の単式簿記・現金

主義により、資産も決算統計データの積上げを活用した「総務省方式改訂モ

デル」の２つの方式が示されており、地方公共団体は、これらのモデルを活

用して、財務書類の整備を進めることとされました。 

蘭越町においては、財務書類の作成に要するシステム構築の期間や経費な

どを考慮し、北海道及び全国市町村の多くが採用する「総務省方式改訂モデ

ル」を用いて４つの財務書類を作成しました。 

   

● 作成方法 

  総務省方式改訂モデル 

  作成基準日：平成２３年３月３１日（平成２２年度決算） 

  対象範囲：普通会計 

 

 

∮ 普通会計とは ∮ 
     普通会計とは、一般会計と特別会計のうち公営事業会計（上下水道

等の公営企業会計、国保・介護保険会計等）以外の会計を統合して一
つの会計としてまとめ、財政統計上、他の自治体と容易に比較できる
よう統一的に用いられる会計区分をいいます。 
蘭越町の場合は、一般会計のほか奨学資金会計、後志公平委員会会
計、地域振興事業会計、特産品開発事業会計の４つの特別会計が含ま
れます。 

 

 

 



   財務４表とは                            

 

１）貸借対照表（バランスシート） 

   貸借対照表は、年度末時点における財産（資産）とその調達財源（負債・純資

産）の状況を示したものであり、負債と純資産は返済義務の有無で区分されます。

負債は将来返済する義務がある財源ですが、純資産は、将来返済する義務のない財

源です。資産には、道路や公園・学校などの「公共資産」や、預金である「基金」、

税金などの未納分である「未収金」などが含まれます。また、負債には借金である

「地方債」や職員の退職金の総額である「退職手当引当金」、職員の賞与の総額で

ある「賞与引当金」などが含まれています。純資産には、国や道から受け取った補

助金やこれまで納められた税金・手数料などが含まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  解説： どのような資産をどのような負担で貯蓄してきたかを表しています。表の左

側（借方）は、「資産の部」で、どのような資産を保有しているかを表示して

います。表の右側（貸方）は、「負債・純資産の部」で、資産形成のために、

どのような資金を活用・調達したのかを表示しています。 

このため、「資産＝負債＋純資産」という構成で、表の左側と右側の金額が

一致するため、バランスシートとも呼ばれています。 

 

 

２）行政コスト計算書（損益計算書） 

   行政コスト計算書は、１年間の行政サービスに使われた行政資源の額（コスト）

を示したものであり、「経常行政コスト」と「経常収益」から構成されます。 

   経常行政コストは、職員の「人件費」や事業を民間に委託した場合の委託費など

の「物件費」、扶助費などの「社会保障給付費」などから構成されています。また、

経常収益は、サービスの対価等として受け取った「使用料・手数料」などから構成

されています。税金などはサービスの対価でないため、経常収益には含まれませ

ん。 

        

資   産 

 

負   債 

  

純 資 産 

 

使う資産 
（例：インフラ整備、施設） 

売られる資産、回収する資産 
（例：売却予定地、貸付金） 

将来世代の負担 
（例：地方債残高、将来
支払うべき退職金） 

国・道の負担、過去又は現
役世代の負担 
（例：補助金、これまでに
収納した税金） 



   「純経常行政コスト」は、行政コストから行政サービスを受けた人が負担した

金額を差し引いた残りの金額です。学校や道路などの行政サービスはほとんどサー

ビス対価を受け取っていませんので、通常はプラス（経常行政コスト＞経常収益）

となります。 

解説：「行政コスト計算書」とは、企業会計の「損益計算書」にあたり、行政サービ

スを提供するために、どのくらいのコストがかかっているかを明らかにするも

のです。コストを正しく把握するため、人件費、物件費、社会保障給付などの

現金の支出だけでなく、減価償却費や退職給与引当金繰入等などの現金の支出

を伴わない費用も含めて行政サービスにかかる総コストとして計上しているこ

とが特徴です。それを生活インフラ、教育、福祉などの目的別、人にかかるコ

スト、物にかかるコスト、補助金などの移転支出的なコストなどの性質別の２

点から分類しています。また、経常収益については、「使用料・手数料」、「分担

金・負担金・寄附金」のみが計上され、経常行政コストから経常収益を引いた

のが純経常行政コストになり、それは、地方税や国道補助金などとともに、純

資産変動計算書に計上されます。 

これは、行政コスト計算書においては、行政コスト合計から直接の利用者負

担を除くことで、地方税や地方交付税、補助金で賄うべきコストが、どれだけ

かを把握するという考え方に基づくものです。 

 

３）純資産変動計算書 

   純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の１年間の変動内容を示したものであ

り、純資産が増加していれば、将来世代のために資産を積み増ししていることなり

ます。反対に減少していれば、将来世代に負担を付け回ししていることになります。

税金などの対価ではない収入は純資産変動計算書に含まれます。 

   「科目振替」には、「公共資産整備への財源投入」「地方債償還に伴う財源振替」

「貸付金・出資金等への財源投入」が含まれています。「公共資産整備への財源投

入」では、税金などがいくら道路や公園・学校などを作るために使われたのかがわ

かります。また、「地方債償還に伴う財源振替」では、税金などがいくら借金の返

済に使われたのかがわかります。「貸付金・出資金等への財源投入」では、税金な

どがいくら関係する法人への貸付や出資に使われたのかがわかります。 

 

４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

   資金収支計算書は、１年間のお金の動きです。「経常的収支」「公共資産整備収

支」「投資・財務的収支」から構成されます。「公共資産整備収支」は、道路や公園・

学校などの整備に関係するお金の動きです。「投資・財務的収支」は、借金の返済

や貸付金の回収、預金の積み増しに関係するお金の動きです。「経常的収支」は公

共資産整備収支、投資・財務的収支に含まれる以外のお金の動きです。 



 
 
 
 
 地方公会計改革として、従来の現金主義・単式簿記に、発生主義の活用及び複式簿記の考え方を取り入れた新しい公会計制度
に基づく財務書類４表を作成しました。 
 
☆作成方法：総務省方式改訂モデル 
  １．作成基準日：平成２３年３月３１日 
  ２．対象範囲：普通会計（一般会計、奨学資金会計、後志公平委員会会計、地域振興事業会計、特産品開発事業会計） 
 
    
 
 
 
 

資産の部（所有する財産の金額） 負債の部（将来世代が負担する金額） 

公共資産 
（道路・公園・学校などの土地や建物） 
投資等 
（基金、出資金、長期延滞債権など） 
流動資産 
（現金・預金、町税等の未収金など） 

27,947 百万円 
 
 

920 百万円 
 
2,660 百万円 

 
 

固定負債 
（地方債〔借金〕、退職手当引当金など） 
流動負債 
（翌年度償還予定地方債、未払金など） 

8,324 百万円 
 

978 百万円 
 

負 債 合 計 9,302 百万円 

純資産の部（これまでの世代が負担した金額） 

純 資 産 合 計 22,225 百万円 

資 産 合 計 31,527 百万円 負債・純資産合計 31,527 百万円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

経常費用（Ａ） 4,558 百万円  期首純資産残高 21,190 百万円 

人にかかるコスト 
（職員給与など） 

1,005 百万円 
 当期変動額 

1,035 百万円 

物にかかるコスト 
（物件費、減価償却費など） 

2,059 百万円 
  純経常行政コスト 

△4,349 百万円 

移転支出的なコスト 
（補助金、他会計への支出など） 

1,395 百万円 
 資産形成のため受入れた財源 

（町税、地方交付税、譲与税・補助金等） 
5,409 百万円 

その他のコスト 
（地方債利子など） 

99 百万円 
 その他 

（災害復旧事業費など） 
△25 百万円 

経常収益（使用料・手数料など）（Ｂ） 209 百万円  期末純資産残高 22,225 百万円 

純経常行政コスト（Ａ）－（Ｂ） 4,349 百万円    

 
 
 
 
 
 
 
 

期首歳計現金残高 306 百万円 

経常的収支 
（人件費、地方交付税、国庫支出金など） 

2,356 百万円 

公共資産整備収支 
（公共資産整備支出など） 

△1,007 百万円 
 

投資・財務的収支 
（地方債償還額など） 

△1,368 百万円 

期末歳計現金残高 287 百万円 

                                                                人口 5,366 人（平成 23年 3月 31日現在） 

平成２２年度 蘭 越 町 財 務 書 類 ４ 表（概要版） 

貸借対照表（バランスシート） 

 貸借対照表（バランスシート）とは、住民サービスを提供するために町が保有している土地・建物及び現金などの資産
と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを表したものです。 

行政コスト計算書 純資産変動計算書 

 行政コスト計算書とは、１年間の資産形成に結びつか
ない行政サービスに係る費用と、その行政サービスの直
接対価として得られた使用料・手数料などの収益を対比
させたものです。 

 純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産が１年間
でどのように変動したかを示したもので、今までの世代
が負担した額の変動を表したものです。 

資金収支計算書 

 資金収支計算書とは、行政活動に伴う現金等の資金の
流れを３つの性質に区分し示したもので、どのような活
動に資金が必要となったのかを表したものです。 

町民１人あたりの貸借対照表 

資産 

5,875千円 

負債 

1,733千円 

純資産 

4,142千円 

これまでの世代負担比率 79.5％ 

将来の世代負担比率   26.9％ 

 

 

 



　それぞれの表には、次のような相互関係があります。

資　産 負　債

・・・

歳計現金

・・・

③

①

　　②

①

②

③

【貸借対照表】 【行政コスト計算書】

経常行政コスト

－
＝

経常収益

純経常行政コスト
純資産

±
支出

＝

期末歳計現金残高

歳計現金増減額

＋

期首歳計現金残高

＝

財務４表の相互関係

純経常行政コスト
＋

一般財源、補助金等受入

【資金収支計算書】 【純資産変動計算書】

収入

－

期首純資産残高

－

貸借対照表の資産のうち「歳計現金」の金額は、資金収支計算書の「期末歳計現金残
高」と一致します。

貸借対照表の「純資産合計」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、こ
れは、純資産変動計算書の「期末純資産残高」と一致します。

行政コスト計算書の「純経常行政コスト」の金額は、経常行政コストと経常収益との
差額ですが、これは、純資産変動計算書の「純経常行政コスト」と一致します。

臨時損益、その他

＝

期末純資産残高



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]
１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 6,749,088

①生活インフラ・国土保全 13,407,714 (2) 長期未払金

②教育 4,147,922 ①物件の購入等

③福祉 1,118,114 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 1,481,412 ③その他

⑤産業振興 4,128,595 長期未払金計 244,352

⑥消防 6,950 (3) 退職手当引当金 1,331,051

⑦総務 3,650,775 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 27,941,482 固定負債合計 8,324,491

(2) 売却可能資産 6,042

公共資産合計 27,947,524 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 760,000

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 171,200

①投資及び出資金 23,780 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 46,539

投資及び出資金計 23,780 流動負債合計 977,739

(2) 貸付金 16,032

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 9,302,230

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 778,710

③土地開発基金 81,700

④その他定額運用基金 0 [純資産の部]
⑤退職手当組合積立金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 5,944,052

基金等計 860,410

(4) 長期延滞債権 24,732 ２　公共資産等整備一般財源等 17,338,730

(5) 回収不能見込額 △ 5,092

投資等合計 919,862 ３　その他一般財源等 △ 1,057,595

３　流動資産 ４　資産評価差額 0

(1) 現金預金

①財政調整基金 2,090,424 純　 資　 産　 合　 計 22,225,187

②減債基金 272,355

③歳計現金 287,196

現金預金計 2,649,975

(2) 未収金

①地方税 10,698

②その他 4,580

③回収不能見込額 △ 5,222

未収金計 10,056

流動資産合計 2,660,031

資　　産　　合　　計 31,527,417 負 債 ・ 純 資 産 合 計 31,527,417

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円
②教育 千円
③福祉 千円
④環境衛生 千円
⑤産業振興 千円
⑥消防 千円
⑦総務 千円

計 千円
　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円
③一般財源等 千円

計 千円
※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円
（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）
③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち4,731,039千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。
※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 10,225,355 千円
　[内訳]　普通会計地方債残高 7,509,088 千円 7,509,088 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 207,834 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 1,177,382 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 1,331,051 千円 1,331,051 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 9,041,816 千円
　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,205,505 千円
　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 1,105,272 千円
　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 4,731,039 千円
　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 1,183,539 千円
※５　有形固定資産のうち、土地は1,457,977千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は24,671,217千円です。

1,520,319

734,370
397,800
172,908
46,441

1,520,319

0

0

0

0

317,088

11,126

1,203,231

207,834

項目 金額

貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

0

[内訳]

負債計上 注記

0

1,177,382

227,005

0

17,347

157,674

0
0

0
0



貸借対照表に表示される科目の説明は、次のとおりです。

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 (2) 長期未払金

②教育 ①物件の購入等

③福祉 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 ③その他

⑤産業振興 (3) 退職手当引当金

⑥消防 (4) 損失補償等引当金

⑦総務

(2) 売却可能資産 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債

２　投資等 (3) 未払金

(1) 投資及び出資金 (4) 翌年度支払予定退職手当

①投資及び出資金 (5) 賞与引当金

②投資損失引当金

(2) 貸付金

(3) 基金等 [純資産の部]

①退職手当目的基金

②その他特定目的基金 ２　公共資産等整備一般財源等

③土地開発基金 ３　その他一般財源等

④その他定額運用基金 ４　資産評価差額

⑤退職手当組合積立金

(4) 長期延滞債権

(5) 回収不能見込額

３　流動資産 ＊欄外の注記について

(1) 現金預金

①財政調整基金

②減債基金

③歳計現金

(2) 未収金

①地方税

②その他

③回収不能見込額

有形固定資産のうちの土地及
び減価償却累計額

＊1

有形固定資産の額のうち、土地の額と、減価償却
金額の累計

＊2

＊3

＊4

＊5

他団体及び民間への支出金に
より形成された資産

債務負担行為に関する情報

地方交付税の算定の基礎とな
る地方債の残高

普通会計の将来負担に関する
情報

資産の時価評価による差額など

地方債現在高のうち、翌々年度（平成24年度）以
降に償還予定のもの

履行額が鑑定した債務負担行為のうち、平成24年
度以降支出予定のもの

当該年度末に全職員が退職した場合に必要となる
退職金（健全化判断比率参照）

外郭団体等の負債のうち、町が損失補償契約等を
しているもので、将来想定される負担額

地方債現在高のうち、翌年度（平成23年度）に償
還予定のもの

収支不足が発生した場合に、翌年度予算から前借
した額

履行額が確定した債務負担行為のうち、平成23年
度に支出予定のもの

１　公共資産等整備国県補助金等

民生費（保育所、保健福祉センター、高齢者生
活福祉センターなど）

労働費・農林水産業費・商工費（育苗施設、ふ
れあいの郷宿泊施設、山開センターなど）

消防費（消防庁舎など）

総務費・議会費・その他（役場庁舎、地区集会
所、貝の館など）

土地開発基金の年度末残高（現金・預金分、土
地）

公共資産のうち、遊休資産や未利用資産などの
売却が可能な資産

公共施設、産業振興など、特定の目的のために
積み立てている基金の年度末残高

企業会計や外郭団体などへの出資金や出捐金
（南しりべし森林組合ほか11件）

投資及び出資金のうち将来回収できないと見込
まれる損失金額に係る引当金

＊現在、宅地造成済の蘭越町852番地を売却可
能資産として計上

町民等に対する貸付金で返済が未到来のもの
（本町の場合は、奨学資金貸付金のみ）

退職手当の支給に備えて積み立てている基金の
年度末残高

貸借対照表：科目の説明

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

衛生費（資源ごみリサイクルセンター、斎場、
診療所など）

長期間にわたって住民サービスを提供するため
に使用される財産（土地、建物等）

土木費（道路、河川、公営住宅など）

教育費（小・中学校、総合体育館・プール、町
民センター、給食センターなど）

既に物件の引渡しなどを受けたものについて、平
成24年度以降に支払う予定額

債務保証や損失補償がある場合に、その履行が決
定した額

その他、平成24年度以降に支払う予定額

分担金、使用料、手数料（保育料、公営住宅使
用料、ごみ処理手数料など）

上記未収金のうち、将来回収することが難しい
と見込まれるもの

年度間の財源の調整を図ったり、不測の支出な
どに備えて積み立てた基金の年度末残高

地方債の償還のために積み立てた基金の年度末
残高

当該年度の収入から支出を差し引いた残高

町税等の収入未済額のうち、１年以内に未収と
なっているもの（現年度分）

個人・法人町民税、固定資産税、軽自動車税、
入湯税など

定額の資金を運用するための基金の年度末残高

退職手当組合が保有する年度末の資産につい
て、加入団体ごとの持分相当額

町税などの収入未済額のうち、１年以上未収と
なっているもの（過年度分）

上記貸付金、長期延滞債権のうち、将来回収す
ることが難しいと見込まれるもの

公共資産等を取得した財源のうち、国道補助金を
受けた額

公共資産等以外の資産から公共資産等整備以外の
負債を差し引いた額

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金）

公共資産等を取得した財源のうち、上記の国道補
助金と地方債を除いた額

職員に支払う退職手当のうち翌年度に支払う予定
額（退職手当組合に加入している団体はなし）

平成23年度支給予定の期末・勤勉手当のうち、平
成22年度の発生分

蘭越町が将来負担すると見込まれる額

蘭越町が行った資産整備以外の他団体や民間への
支出金により形成された資産

貸借対照表の「長期未払金」「未払金」に計上さ
れたもの以外に将来負担となる可能性のあるもの

地方債の償還において、その償還財源として地方
交付税の収入が見込まれる額



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 802,768 17.6% 63,084 116,409 134,197 43,794 124,408 0 283,337 37,539 0

（２）退職手当引当金繰入等 155,398 3.4% 6,799 25,264 26,712 9,562 23,396 0 61,424 2,241 0

１ （３）賞与引当金繰入額 46,539 1.0% 3,657 6,749 7,780 2,539 7,212 0 16,426 2,176 0

小　　計 1,004,705 22.0% 73,540 148,422 168,689 55,895 155,016 0 361,187 41,956 0

（１）物件費 671,648 14.7% 19,299 226,070 64,758 103,518 127,241 35 125,992 4,735 0

（２）維持補修費 173,750 3.8% 165,709 4,038 71 140 1,030 0 2,762 0

（３）減価償却費 1,213,931 26.6% 439,687 147,735 76,300 100,423 290,099 0 159,687 0

小　　計 2,059,329 45.2% 624,695 377,843 141,129 204,081 418,370 35 288,441 4,735 0 0

（１）社会保障給付 314,915 6.9% 6,245 301,561 7,109

（２）補助金等 583,628 12.8% 2,552 21,823 42,881 80,831 183,974 180,402 70,412 753 0

３ （３）他会計等への支出額 368,109 8.1% 219,423 29,607 119,079 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

128,637 2.8% 7,000 9,268 112,369 0

小　　計 1,395,289 30.6% 2,552 28,068 570,865 126,815 415,422 180,402 70,412 753 0

（１）支払利息 108,631 2.4% 108,631

（２）回収不能見込計上額 2,534 0.1% 2,534

（３）その他行政コスト △ 12,422 -0.3% △ 12,422

小　　計 98,743 2.2% 0 0 0 0 0 0 0 0 108,631 2,534 △ 12,422

4,558,066 700,787 554,333 880,683 386,791 988,808 180,437 720,040 47,444 108,631 2,534 △ 12,422

（　構　成　比　率　） 15.4% 12.2% 19.3% 8.5% 21.7% 4.0% 15.8% 1.0% 2.4% 0.1% -0.3%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 143,135 13,410 1,216 19,768 15,540 800 0 2,158 90,243

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 66,318 0 150 11,785 10,252 43,307 0 816 8

209,453 13,410 1,366 31,553 25,792 44,107 0 2,974 0 0 0 90,251

ｄ／ａ 4.6% 1.9% 0.2% 3.6% 6.7% 4.5% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0%

4,348,613 687,377 552,967 849,130 360,999 944,701 180,437 717,066 47,444 108,631 2,534 △ 12,422 △ 90,251

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ

行政コスト計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ



行政コスト計算書に表示される科目の説明は、次のとおりです。

　【経常行政コスト】

（１）人件費
特別職の給与、すべての報酬、職員給等から、退職手
当引当金と平成21年度賞与引当金を除いた金額

生活インフラ・
国土保全

土木費

１ （２）退職手当引当金繰入等 平成22年度に新たに退職手当引当金に繰り入れた額 教育 教育費

（３）賞与引当金繰入額
平成23年度支給予定の期末・勤勉手当のうち、平成22
年度の発生分

福祉 民生費

（１）物件費
旅費、需用費、光熱水費、委託料、備品購入費などの
経費

環境衛生 衛生費

２ （２）維持補修費 施設などの維持修繕に要する経費 産業振興 農林水産業費・商工費・労働費

（３）減価償却費
有形固定資産が経年劣化により、その価値が減少した
と認められる額（平成22年度減価償却額）

消防 消防費

（１）社会保障給付
児童手当や高齢者、障害者等への支援措置費、生活
保護に要する扶助費など

総務 総務費

（２）補助金等 各種団体への補助金など 議会 議会費

（３）他会計等への支出額
簡水会計、農集排水会計、国保会計などの特別会計に
対する繰出金

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

貸借対照表の欄外の注記＊１「他団体及び民間への支
出金により形成された資産」の当該年度分の支出額

（１）支払利息 地方債及び一時借入金の利子の支払額

４ （２）回収不能見込計上額
平成22年度に回収不能見込額として新たに計上した額
など

（３）その他行政コスト
上記以外の資産形成に結びつかい行政サービスに係
る経費

毎年度継続的にかかる行政サービスに係る経費

　【経常収益】

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 各種施設の使用料や住民票などの発行手数料など

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ
特定事業に充てるために受益者から徴収した負担金な
ど

上記「使用料・手数料」と「分担金・負担金・寄附金」の合
計

サービスに係る経費支出から、受益者負担等収益で賄
われた分を差引いた額

行政コスト計算書：科目の説明

表頭

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ

経 常 行 政 コ ス ト ａ

表側

一 般 財 源
振 替 額

「使用料・手数料」及び「分担金・
負担金・寄附金」のうち、一般財
源に振り替えた額

３



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 21,190,465 5,832,447 16,017,837 △ 659,819 0

純経常行政コスト △ 4,348,613 △ 4,348,613

一般財源

地方税 438,863 438,863

地方交付税 3,105,636 3,105,636

その他行政コスト充当財源 481,957 481,957

補助金等受入 1,382,384 403,287 979,097

臨時損益 0

災害復旧事業費 △ 25,505 △ 25,505

公共資産除売却損益 0

投資損失 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 971,456 △ 971,456

公共資産処分による財源増 0

貸付金・出資金等への財源投入 560,541 △ 560,541

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0

減価償却による財源増 △ 291,682 △ 922,249 1,213,931

地方債償還に伴う財源振替 711,145 △ 711,145

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 0 0

期末純資産残高 22,225,187 5,944,052 17,338,730 △ 1,057,595 0

純資産変動計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日



純資産変動計算書に表示される科目の説明は、次のとおりです。

期首純資産残高 前年度末の貸借対照表に計上された純資産の額
公共資産等整備
国県補助金等

住民サービスを提供するための財産を取得
した財源のうち、国・道から補助を受けた額

純経常行政コスト
当該年度における行政コスト計算書の「純経常行政コ
スト」の額

公共資産等整備
一般財源等

住民サービスを提供するための財産を取得
した財源のうち、上記の国道補助金と、地方
債を除いた額

一般財源 上記純経常行政コストに対する一般財源 その他一般財源
公共資産等以外の資産から公共資産等整
備財源以外の負債を差し引いた額

地方税
個人・法人町民税、固定資産税、軽自動車税などの収
入額

資産評価差額
「売却可能資産」の取得価格と売却可能価
格との差額や、「有価証券」などの取得価格
と時価との差額など

地方交付税 当該年度の地方交付税額

その他行政コスト充当財源 地方譲与税、各種交付金など

補助金等受入 国や道などから受けた補助金の額

臨時損益
経常的なコスト以外の下記のような臨時的に発生する
もの

災害復旧事業費 当該年度の災害復旧にかかった経費

公共資産除売却損益 公共資産を除却、または売却した際の損益

投資損失
投資又は出資金の時価等が取得価格と比べて著しく下
落した場合のその差額

科目振替
純資産内部において、資本的な収入及び支出に伴う財
源の異動を示しているもの

公共資産整備への財源投入
財源として拘束されていなかった一般財源が公共資産
の財源として支出されたことにより、その他の一般財源
から公共資産等整備一般財源に振替される

公共資産処分による財源増
公共資産等の財源として拘束されていた財源が公共資
産の処分（売却）等により、使途の自由な一般財源に振
替される

貸付金・出資金等への財源投入
財源として拘束されていなかった一般財源が貸付金・出
資金等の財源として支出されたとにより、その他の一般
財源から公共資産等整備一般財源に振替される。

貸付金・出資金等の回収等による財源増

公共資産等の財源として拘束されていた財源が貸付
金・出資金等の回収により、使途の自由な一般財源に
振替される

減価償却による財源増
公共資産等の財源として拘束されていた財源が公共資
産の減価償却（価値減少）により、使途の自由な一般財
源に振替される

地方債償還に伴う財源振替
地方債は一般財源から償還しているため、財源が拘束
されていなかったその他一般財源から公共資産等整備
一般財源に振替される

資産評価替えによる変動額
売却可能資産や有価証券の時価評価に伴い、発生す
る増減額

無償受贈資産受入 価値のある資産を無償で受贈したことによる受贈益

その他 上記以外の振替要素

期末純資産残高
上記の増減事由の結果、当年度末の貸借対照表に計
上された純資産の額

表　　側 表　　頭

純資産変動計算書：科目の説明



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成22年度における一時借入金の借入限度額は803,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

306,259

287,196

6,228,318

803,635

552,118
0

6,247,381
908,816
466,000

0

10,223

7,287

74,234

△ 1,367,814

△ 19,063

0

81,322

800,185

1,442,048

0

56,724

0

0

△ 1,006,795

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

56,920

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,519,074

502,621

1,000

1,715,075

419,675

225,000

0

63,605

708,280

128,637

67,364

143,135

21,811

185,955

327,118

5,420

267,198

5,445,804

2,355,546

3,105,636

962,709

314,915

583,628

108,631

219,423

210,482

3,090,258

426,822

981,531

671,648

資金収支計算書
自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部



資金収支計算書に表示される科目の説明は、次のとおりです。
内　　容

１　経常的収支の部 町の日常的な行政活動による資金収支の状況を明示

人件費 職員給や手当など

物件費 消耗品費、光熱水費、委託料など

社会保障給付 扶助費（児童手当や生活保護扶助費など）

補助金等 補助費等（他団体への補助金など）

支払利息 町債支払利子、一時借入金利子

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 他会計の事務費のために支出した繰出金など

その他支出 維持補修費や災害復旧費など

地方税 個人・法人町民税、固定資産税、軽自動車税など

地方交付税 普通交付税、特別交付税

国県補助金等 公共資産整備、出資金・貸付金、地方債償還など以外に充当した国道補助金

使用料・手数料 各種施設の使用料や、住民票発行等にかかる手数料など

分担金・負担金・寄附金 特定事業に充てるために受益者から徴収した負担金など

諸収入 公共資産整備、出資金・貸付金、地方債償還など以外に充当した諸収入

地方債発行額 公共資産整備、出資金・貸付金、地方債償還などの目的以外に発行した地方債の額

基金取崩額 公共資産整備、出資金・貸付金、地方債償還などの目的以外に取り崩した基金の額

その他収入 公共資産整備、出資金・貸付金、地方債償還など以外に充当したその他の収入の額

貸借対照表の有形固定資産を形成するための資金収支を明示

公共資産整備支出 公共資産整備のために支出した下記以外の支出額

公共資産整備補助金等支出 公共資産整備のために支出した補助金の額

他会計等への建設費充当財源繰出支出 他会計の公共資産整備のために支出した繰出金など

国県補助金等 公共資産整備のための国道補助金の額

地方債発行額 公共資産整備のために発行した地方債の額

基金取崩額 公共資産整備のために取り崩した基金の額

その他収入 公共資産整備のために収入した上記以外のもの

公営企業や外郭団体への出資金・貸付金に係る支出及びそれに対応する財源（収入）など

投資及び出資金 企業会計や外郭団体などへの出資金や出捐金など

貸付金 中小企業融資資金貸付金など

基金積立額 当該年度中に各種基金に積み立てた額の合計

定額運用基金への繰出支出 定額運用基金に繰り出した額（土地開発基金）

他会計等への公債費充当財源繰出支出 他会計の公債費（地方債償還）のために支出した繰出金など

地方債償還額 当該年度の地方債の償還（返済）のために支出した額

長期未払金支払支出 当該年度の長期未払金のために支出した額

国県補助金等 投資や出資、地方債償還などのための国道の補助金の額

貸付金回収額 貸し付けていた貸付金の当該年度の回収額

基金取崩額 投資や出資、地方債償還などのために取り崩した基金の額

地方債発行額 投資や出資、地方債償還などのために発行した地方債の額

公共資産等売却収入 公共資産等を売却したときの収入額

その他収入 公共資産整備のために収入した上記以外のもの

翌年度繰上充用金増減額 収支不足が発生した場合に、翌年度予算から前借した額の増減額

当年度歳計現金増減額 当該年度中の収入から支出を引いた額（現金の増減額）

期首歳計現金残高 前年度末の現金の残高

期末歳計現金残高 当年度末の現金の残高

＊欄外の注記について

※1　一時借入金に関する情報 資金収支計算書に反映されない情報を明示するもの

　　　借入限度額 その年内に一時借入をすることができる上限額

　　　一時借入金利子 一時借入を行ったことによる発生した利息額

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報 地方債の発行・償還や財政調整基金・減債基金の積立・取崩しを除いた基礎的な収支情報を明示

２　公共資産整備収支の部

３　投資・財務的収支の部

区　　分

資金収支計算書：科目の説明


	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12

